















































































































出典）大阪市，「平成20年度　大阪市ひとり親家庭等実態調査報告書」（2009年）       
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調査時点における母親の年齢 
─ 33. 9歳 31. 8歳 
─ 40. 3歳 39. 4歳 






も多く（大阪市26 . 5％、名古屋市27 . 0％）、
次いで「35～39歳」（大阪市22 . 1％、名古屋





屋市25 . 1％）、「40～44歳」（大阪市25 . 1％、
名古屋市26 . 3％）の年齢層が上位 1位、 2位
を占めている。35歳から44歳までを合わせる





市38 . 2％）、次いで「 3～ 6歳未満」（「全国」
24 . 9％、名古屋市22 . 1％）、「 6～ 9歳未満」
（「全国」13 . 9％、名古屋市17 . 1％）の順と
なっている。名古屋市の調査では、「 0～ 3歳
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36 . 1 
22 . 9
－ 5. 2歳 － 10. 5歳 
名古屋市の結果を比べても、ほぼ同じ割合と
なっている（大阪市78 . 2％、名古屋市81 . 0％）。
但し、未婚に関しては、大阪市や名古屋市の
ほうがやや高い割合となっている（大阪市








い」（48 . 5％）、「苦しい」（36 . 6％）と感じて
いる割合は合わせて85 .1％に上っており、「児





い」（45 . 5％）を合わせて73 . 4％であり、名
古屋市では、「苦しい」（52 . 6％）、「やや苦し












































率12 . 2％、そのうち、大人が 1人いる世帯の











































































































































































































には、常用雇用者全体では 4割（40 . 9％）を、
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に児童のいる世帯は、それぞれ12 . 9万円1 . 4万
円の減収となっている。
4）前回調査（2004年）と比べて、全世帯ならび
に児童のいる世帯は、それぞれ20 . 3万円0 . 4万
円の減収となっている。
5）「平成20年度母子家庭の母の就業支援策の実
施状況について」結果によれば、2008年 2 月
現在の児童扶養手当の受給者数は、998,942人
で、うち全部支給者数592,365人、一部受給者
数406,577人である。
6）厚生労働省「平成18年度全国母子世帯等調査」
における生活保護の受給状況をみると、母子
世帯総数1,505世帯（不詳の数を除いた値）の
うち、受給しているのは、145世帯（9.6％）、
受給していないのは、1,360世帯（90 . 4％）で
ある。
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7 ）岩間は、「男性稼ぎ主」型の社会保障とは、
男性一般に安定的かつ一定額の収入を保障する
仕事を提供することによって家族を支えること
であると説明する。
8）この調査については、「本アンケート調査は
インターネットを利用したアンケートサービス
である「TRUE NAVI」を活用したものであり、
インターネットの利用頻度とリテラシーが比
較的高い母集団を対象としていることに留意す
る必要がある。」という但書がある。
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